
令和７年度 沖縄県産業振興公社

支援メニュー紹介

補助金 等

1 . 物流対策総合支援事業

2 . 沖縄物流デジタル活用推進事業

経営相談



物流対策総合支援事業

沖縄の物流課題に関する企業の主体的な取り組みを促進するため、無料の相談窓口
を設置し、物流に関するアドバイス、情報の提供および改善提案等を行います

物流に関する様々な課題に対して、物流大手ＯＢや貿易実務経験者が

相談対応します（60社/年以上）

荷主企業の皆様へ

輸送・配送に関わることだけでなく、倉庫運用や貿易、梱包に関すること
などもご相談ください

相談事例２

試薬の開発製造を行っているが、海外の取引先
へ試薬を保管温度マイナス80度で輸送可能な物
流業者を紹介して欲しい。

過去に同様な輸送実績のある事業者の担当者
を紹介した。

那覇から台湾向けの物流サービスを提供できる事
業者を複数紹介した。

台湾アジア諸国向けに、日本の食材や冷凍食品
の輸出を考えているが、台湾向けのルートを紹介
して欲しい。

相談事例１



物流対策総合支援事業

沖縄の物流課題に関する企業の主体的な取り組みを促進するため、無料の相談窓口
を設置し、物流に関するアドバイス、情報の提供および改善提案等を行います

ご要望により出張相談会を承りますので、お気軽
にお問合せください。

市町村及び支援機関等の皆様へ

物流事業者の皆様へ

荷主企業からのご相談に活用しますので、物流機能（運送方法や倉庫のス
ペック等）について、情報提供ください。

問合せ先

海外ビジネス支援課 物流対策総合支援事業（武藤、小浜）
TEL：098-851-7515
E-mail:logi@okinawa-ric.or.jp
https://okinawa-ric.jp/service/post-14.html



沖縄物流デジタル技術活用推進事業

R８年度の補助金申請に向けて

沖縄物流デジタル技術活用推進事業補助金  今から準備！

＜補助金申請書作成支援メニューについて＞

・ 計画策定支援プログラムの紹介

Google検索

－01／10－

県内中小企業が物流プロセスの迅速化・効率化するデジタル化設備投資に対する補助金



沖縄物流デジタル技術活用推進事業

補助事業＝単年度事業なので、

以下の 納期スケジュール に 対応 できるデジタル化設備投資 限定

申請期間
４月中旬～５月中旬

一次審査

採択決定（契約開始）
７月

納品検収
年内

支払／実証検証
２月末日完了必達

確定検査 補助金の支払

３月末

二次審査

★納期面での制約：
内閣府からの単年度事業

成果発表
３月上旬

－02／10－

補助上限：4000万円、補助率：2/3以内 の高額設備投資対応補助金



沖縄物流デジタル技術活用推進事業

＜注意＞

例年通り、公募期間：４月中旬～５月中旬 予定

＝ 申請書類の量が大きく、公募開始から着手しては ほぼ間に合いません

書類不備／記載内容が不十分等では、審査を通過できません

通年「事前相談」に対応 しています

 早めの相談開始～修正ブラッシュアップの繰り返しにより

 申請書の質 を高めることが 採択 に有効です

－03／10－



沖縄物流デジタル技術活用推進事業

【参考】 通常業務を行いながら、補助金申請書作成を行うのに無理が無いスケジュールイメージ

（１）７月度：申請者要件の確認資料の作成 ※これが確認できないと以降の事前相談に移れません 
↓ 

＜自社内での検討段階＞ 
（２）８月度：自社課題のリストアップ～「最重点実施課題」の抽出 、「課題」の「見えない損失料年額」の試算 
（３）９月度：上記「課題」を解決しうる「手法」のリストアップ～自社に「最適な手法」決定までのストーリー作成 
（４）10月度：上記「最適手法」での製品を上市しているベンダー企業（業界最古参／業界最大シェア等）を抽出 

上記ベンダー企業に見積り依頼するための「仕様書」の作成 
↓ 

＜外部相見積アクションの段階＞ 
（５）11月度：上記「仕様書」による候補ベンダー複数社からの相見積結果の比較検討～導入ソリューションの決定 

↓ 
＜社内承認の段階＞ 

（６）12月度：上記取組みを纏めた「社内最重点課題の解消のためのソリューション導入にかかる来年度設備投資計画（案）」
の社内承認 

↓ 
＜申請資料のブラッシュアップ段階＞ 

（７）１月～３月度：申請様式第１に取り纏め、内容のブラッシュアップ作業
（８）４月度：最新情報への修正、新年度版の申請様式への転記修正仕上げ～申請へ 

－04／10－



沖縄物流デジタル技術活用推進事業

物流に係る 業務の効率化 で お悩み ではありませんか？

処分費

ドライバーの管理を
簡易にしたい

★計画策定支援プログラムの紹介

どの製品が自社に最適？
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沖縄物流デジタル技術活用推進事業

物流プロセス上の課題 改善設備投資

手書き・FAX発注書＝誤記・転記ミスが多い オンライン受発注システム の導入

紙媒体の管理・処分費が高額 OCR認証システム の導入

荷役作業が重労働＝生産効率が低い 積替えロボット の導入

　　〃　　　　　〃　　＝時給を上げても募集がない 自動仕分けロボット の導入

在庫払出量が即時把握できない＝失注・過剰在庫 受発注管理システム の導入

棚卸し業務＝多くの人×時間を要して、記録が不整合 在庫管理システム の導入

例

デジタル技術 の導入で改善

物流に係る 業務の効率化 で お悩み

★計画策定支援プログラムの紹介
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沖縄物流デジタル技術活用推進事業

物流コンサルタント

・ コンサルは物流専門＆企業の紐付きではありません
（特定商品への誘導はありません）

・ 約3hr／回×４回のコース を想定しています

公社が派遣する、無料の物流コンサルタントによる

補助金申請に繋がる計画策定の支援を受ける

ことが出来ます！

※ 計画作成代行ではありません！

★計画策定支援プログラムの紹介
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支援のモデル例

①

②

③

④

← 現在の実状の棚卸しデータの提示

・適したコンサルを選定、引合わせ
・現地確認＆課題絞り込みの手法レク
・「宿題❶」の提示

← 「宿題❶」対応

・絞り込んだ課題に最適なソリューションの選定
～仕様書の書き方のレク

・「宿題❷」の提示

・作成した仕様書の確認
・相見積候補企業の選定と比較検討項目の立て方のレク
・「宿題❸」の提示

・補助金申請書作成のための事業計画構成の指導
・実施しておくべき社内準備事項のレク

← 「宿題❷」対応

← 「宿題❸」対応

「宿題」対応仕上げ、社内調整／予算取り確定  補助金申請へ

企業側のアクション



沖縄物流デジタル技術活用推進事業

申請時期

（１）前頁の支援モデル例のように、

次年度の補助金への申請を計画の場合、

8月までの申請 が有効です

（２）次次年度以降の補助金申請に向けての計画策定の場合、

遅くとも10月までに 申請下さい

★計画策定支援プログラムの紹介

－09／10－



沖縄物流デジタル技術活用推進事業

お気軽に事務局へ相談下さい。

【事務局】 沖縄県産業振興公社 沖縄物流デジタル技術活用推進事業

098-859-6239 (産業振興課)

logidigi@okinawa-ric.or.jp

担当：田島、新里、平良

－10／10－
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